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アメリカにおける火災保険事業の生成
永 吉基治
1．序
周知のごとく，アメリカは現代における火災保険業事の最も発展した国家
であり，かつ世界の火災保険市場の中心をなす観がある。しかしながら，硯
在の高度な保険技術を有する近代的な事業へ到達するまでは長い歴史が存在
しているのである。
アメリカの先駆的な火災保険事業は，いかにして生成したのであろうか。
すでに， ヨーロッパ大陸およぴイギリスにおいては，火災保険事業が存在し
1) 
ていた。
しかし，当時の保険料率はきわめて未熟なもので，アメリカの会社にとっ
2) 
てはたいして価値がなかったとする W.F. Gephartの見解がある。彼は，そ
の理由を火災保険における危険の特殊性に求めている。すなわち，気侯，建
物の構造および使用目的等の危険は，時と場行により，また国により大きく
異なるからである。しかしながら，アメリカの火災保険史上，その生成期に
おいては，料率をはじめ経営の詳細にいたるまで，イギリスの模倣に終始し
1)火災保険の思想は，すでに紀元前2500年頃，アッシリア地方に見出されている。し
かしながら，現在の火災保険の直接の期芽形態は，中世初期のドイツのギルドに求
められる。ギルドは組合員の埋葬費，火災，盗難等々の損害に対する救済を行なっ
たが，その後，ホルスクイン地方に火災損害のみに限定した火災共済組合が出硯し
た。イギリスでは， 1666年のロンドン大火を契機に私営保険の発展が促された。や
や遅れて，フランスでも18世紀初めには火災保険が現われている。
なお，初期の保険事業については次の書に詳しい。
C. F. Trenerry, "The Origin and Early History of Insurance" 1926. 
2) W. F. Gephart, "Principles of Insurance." 1917, p.17.参照。
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ているのである。その観点からすれば，アメリカの火災保険事業の設立者た
ちは，まさに大きな危険を内包しつつ出発したと言える。
ところで，アメリカの火災保険事業の生成期に相当する時期は1735年から
約 100年間と考えてよいであろう。それは，アメリカ最初の火災保険事業と
される “TheFriendly Society for the JVIutual Insurauce of Houses 
3) 
against Fire"の開始から1835年のニューヨーク大火にいたる1世紀に相当
する。この 1世紀にアメリカは，対外的には独立戦争 (1775~1783)を経験
し，国内においては， 1810年以降アメリカ産業革命を除々に進展させていく
ことになる。しかしながら，当時のアメリカ国内の産業は未だ見るべきもの
がなく，商業立国としてのアメリカ経済は不安定な外国貿易に依存していた。
大西洋岸とくにニューイングランド諸州における貿易の発展は，この国にま
ず海上保険の必要をひき起した。初期の海上保険事業は，主としてイギリス
の会社によって運営され，ごく少数ではあったが，アメリカの個人保険業者
4) 
によっても引き受けが行なわれた。アメリカの保険事業が海上保険から出発
したことはまず指摘されるべきことの一つである。
ところで，アメリカヘの初期の移住者は大部分が北ヨーロッパからの移民
であった。とりわけ，イギリス植民地が今日のアメリカ合衆国へと発展して
いったことに示されるごとく，アメリカの火災保険事業もイギリスの影響に
よるところが大きい。その意味で，アメリカの火災保険事業の出発点はイギ
リスの保険組織をぬきにしては論じられない。そこで本稿ではまず，イギリ
スおよびアメリカの初期の保険組織を検討しよう。
ところで，初期のアメリカ火災保険において Connecticut・州の Hartfortl
地方は， とくに注目に値する。 1810年設立の “HartfordFire Insurance 
3)この事業は6年間継続されたが，その活動内容については不明である。
E. A. Ketcham &. M. Ketcham-Kirk, "Essentials of the Fire Insurance 
Business", 1922. p. 30.参照。
Robert I. Mehr and E. Cammack, "Principles of Insurance" 1966. p. 893参照。
4) W. F. Gephart,• op. cit., p.15参照。
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Company’'と1819年設立の“AetnaFire Insurance Company’'は初期のア
メリカの火災保険事業を代表するものである。前者は，現在，アメリカにお
ける最大の火災保険会社の一つに成長し，後者は，アリカにおける最初の再
保険取引を行なった点で注目される。両者は初期の火災保険事業の性格を代
表するものとして，主として，経営組織，料率および経営情況を中心に考察
を行ない，その特徴を指摘した。
次に，アメリカの当時の危険分析およぴ保険料率は，実質的に当時の火災
保険事業の内容を規定するものと言える。そこでいくつかの代表的な料率を
比較検討し，その特徴を明らかにした。
ところで，当時の火災保険事業は，主としてその営業範囲を州内部に限定
している。それは基本的には州当局による保険会社の保護育成策であったが，
一方では被保険者保護を意図したものであった。これは，実質的には外部の
保険会社に対する保険料税の賦課という形となってあらわれている。
ところで， 1835年のニューヨーク大火は，保険史上きわめて重要な意味を
もつ。
この影響は初期の火災保険事業のあり方に根本的な反省を促すこととなっ
た。同時に次の発展に際しての種々の要因を内包することとなった。とりわ
け州による責任準備金の積立ての立法は，とくに注目に値する。
本稿では，上記の観点から生成期のアメリカ火災保険事業の特徴を明らか
にしようとするものである。
2. イギリスとアメリカにおける初期の火災保険組織
(a) イギリス
アメリカにおける初期の火災保険事業は，イギリスのそれと多くの類似点
5) 
がある。それは基本的には今日のアメリカがイギリス植民地として発展した
ことに帰着するが，一つには当時のイギリス保険事業の先進性を指摘するこ
とである。
イギリスにおいては， 1630年代に火災保険事業の設立申請がチャールス 1
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世に提出された。さらに1660年にもロンドン市民によってチャールス 2世に
6) 
提出され，ロンドン市会でも議論されたという記録があるが実現しなかった。
火災保険事業設立の直接のきっかけとなったのは1666年のロンドン大火であ
7) 
る。これが直接の契機となり，医師 NicholasBarbonは 1680年に他の 3人
の同志とともに “TheFire Office’'を開設した。この TheFire Officeは
すでに危険の分類を行なっていることが注目される。すなわち家賃を標準と
して，レンガ造りについては 100ポンドの家賃につき保険料 6ペンス，木造
については 1シリングとした。家賃が同額でも木造はレンガ造りの 2倍の保
険料を課した。これは危険分類および危険に基づいた保険料決定の最初の試
8) 
みとして料率史上意義のあるものである。
これよりさき， 1669年と1675年の 2度にわたりロンドン市民によって市営
による火災保険事業の設立が建議されたが実現せず， 1681年，はじめて市会
5) 「新大陸（南•北アメリカ）での植民地の建設は，時期的にはスペイン，ボルトガ
ル，オランダ，フランス，イギリスの順であった。時間的には， もっとも遅れて建
設されたイギリス植民地が今日のアメリカ合衆国へと発展していったことに示され
るように，新大陸植民地の建設，経営はイギリスによって，最も近代的な形で，最
も本格的に行なわれた。そのことは植民地制度をその一つとした資本の本源的蓄積
のための諸契機が，当時のヨーロッパにおいて上記の諸国に時間的に配分されてお
り，それらが17世紀末にイギリスにおいて体系的に総括されたということ，換言す
れば資本主義的生産様式の成立•発展が周知のように，イギリスにおいて， もっと
も順調に， もっとも典型的であったということと符節を合した。」
鈴木圭介編「アメリカ経済史」 1792,p.2 
6) J. Alfred Eke, "The Principles of Insurance", 1924. p.141参照。
当時においては，この種の事業は公営によるべきであると考えられていたという。
7) それは史上空前の大火であり，ロンドン全市の建物の 4•分の 3 以上が焼失し，推定
損害額は10,689,000ボンドに達したといわれる。この大火以前にも．ロンドンでは
798年， 892年， 1086年， 1212年の4回にわたり，大火が記録されている。
（密集地域における木造建築が最大の原因とされている。）
L. W. Zartman & W.H. Price, "Property Insurance" 1916, p. 70. 
F. H. Haines, "Chapters of Insurance History", 1926. p. 42参照。
8) Ketcham, op. cit., p.19およぴ p.253参照。
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はロンドン市営保険 “TheCorporation of London"の設立を決定した。こ
れは保険期間 1年から 100年までの任意保険であったが，当時まだ保険思想
が普及していなかったこともあり， また既存の ”TheFire Office"との競
9) 
争に敗れ1682年に廃止された。
1683年には “FriendlySociety’'が相互組織の下に火災保険を開始し， 100
年以上にわたり営業を継続した。
この特徴は次の 3点である。
(1) 保険契約者は毎年，建物がレンガ造りか木造かによって異る保険料を支
払う。この保険料によりすべての経費がまかなわれる。
(2) 保険契約者は当初 5年分の保険料を支払い，将来の掛金に対する支払不
能の場合に充当する。
(3) 保険契約者は組合員の火災損害に対する分担の義務を負い，それは損害
10) 
額100ポンドにつき 1ケ年30シリングを超過しない。
1696年，このFriendlySocietyの影響を受け，別の相互組合が設立された。
この組合の最初の名称は， “Contributorsfor Insuring Houses, Chambers 
or Rooms from Loss by Fire by Amicable Contribution,"という長い
ものであったが，後に “AmicableContributionship’'と改称し，さらに1776
年 ‘‘Hand-in-Hand"と改称した。この組合は，保険の目的を建物に限定し，
その営業範囲もロンドンおよびその近郊に限定した。危険の分類は石造りと
11) 
木造とに区別され，それぞれの料率と供託金が賦課された。
このように， 17世紀末までは保険の目的を建物に限定したが， 商品等の
動産に対する需要が増大した。また営業範囲も地方に限定され，保険料率も
不合理なものであった。 1706年， ロイズコーヒー店の保険引受人であった
Charles Poveyは個人企業として動産保険を開始したが世間の信用を得ず失
敗し， 1710年に“LondonInsurers’'を設立した。これは後に“SunInsurance 
9) Ketcham, op. cit., p. 20. 
10) Zartman & Price, op. cit., p. 62. 
1) F. H. Haines, op. cit., p. 88および Zartman& Price, op. cit., p. 63参照。
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12) 
Office"として大いに発展した。
この会社は営業範囲をイギリス全土に拡大し，また保険の目的を不動産の
みならず動産にまで拡大した最初の会社であった。危険の分類についてはこ
れを 3段階に区分し，（1）普通危険(Common),(2)危険なもの (Hazardous),
(3)二重危険 (Doublyhazardous) とし，その用途，構造，種類が考慮され
た。この危険の 3段階にわたる分類は新しい試みであり，その危険の分類に
基づいた保険料率の決定は，近代的な保険料率成立のさきがけとして注目さ
13) 
れる。この料率体系は初期イギリスおよびアメリカの料率に大さな影響を与
えた。当初の保険契約によると保険者は保険料収入の｝iを準備金とし，これ
14) 
を限度として保険金支払の責を負うものであった。
1720年には， ‘‘Royal Exchange Assurace Company’' と “London 
Assurance Corporation"が勅許により認可された。はじめ両社は海上保険
を営業していたが， 1721年から火災保険および生命保険も営業を開始した。
また，この両者は株式会社組織によるもので，後続のイギリスの保険会社の
15) 
模範とされた。このようにして， 19世紀中頃まで多数の株式会社が興亡した。
また，この時期に南海泡沫 (SouthSea Bubble)という投機熱が起り火災
16) 
保険事業においても多くの会社が設立された。主なものは次の通りである。
1710, The Sun, 1714, The Union Assurance, 
1771, The Manchester Fire Office, 1777, The Liverpool Fire Office, 
1782, The Phoenix Fire Office, 1797, The Globe, 
1809, North British, 1808, The Atlas, 
1824, Yorkshire, 1836, Liverpool and London and Globe, 
また，火災保険事業の発展にともなって， 1833年に保険会社は共同して消
12) Ketcham, op. cit., p. 2. 
13) F. H. Haines, op. cit., p.134参照。
14) Ketcham, op. cit., p. 2. 
15) Zartman & Price, op. cit., p. 64. 
16) W. F. Gephart, op. cit., p.13. Ketcham, op. cit., p. 24. 
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17) 
防隊を組織した。これは競争の激化による料率の低下を，火災損害額の減少
により補足しようとしたものと考えられる。 1858年には「英国火災保険会社
18) 
協会」が結成され堅実な経営のための努力がなされた。
上述のごとく，イギリスの火災保険事業は営利を目的とした私営保険とし
て発展し，国力の増大とともに海外に代理店，出張所を設け拡大していった。
初期のイギリスの火災保険については，いくつかの指摘ができよう。
まず第 1に，保険契約上きわめて保険者に有利な点が指摘される。保険の
引受方法において，一定の保険料のみによる引受けはほとんど行なわれず，
発生した損害額に比例して賦課金支払いの義務を負わせている。また，十分
な預託金を契約時に徴集し，期末まで返却しなかった。この点で保険者の財
政的基盤は強固なものであった。しかしながら，このような保険契約は当時
の危険分析およぴ料率体系の未熟さと表裏をなすものである。
また，保険会社の共同による消防組織の設立や英国火災保険会社の結成は，
18世紀以降のイギリス商業の海外への拡大とともに，初期のイギリス火災保
険事業に有利な影響を与えた。なお，この時期を通じて実際上，現在の火災
保険事業の経営形態のほとんどすぺてが存在したことは注目に値する。
(b) アメリカ
アメリカにおける最初の保険形態は海上保険であった。 記録によれば，
1682年頃ィギリスとその植民地アメリカとの間の貿易に従事していた船舶に
は海上保険が付保されていた。 Boston,Philadelphia, New Amsterdamぉ
19) 
よび Jamestownへ来航する船舶は貨物とともに付保されていた。この経営
は1721年頃までは主としてイギリスの保険業者およびその地方代理店によっ
て行なわれていた。しかしながらイギリスにおいて存在したと同様，わずか
20) 
ではあったがアメリカの個人保険業者によっても保険引受が行ゎれた。・大西
17)この消防組織は， 1865年 ‘‘MetropolitanFire Brigade Act"の制定によりロンド
ン市に引き継がれた。
18) Alfred Eke, op. cit., p.144. 
19) Ketcham, op. cit., p. 29. 
20) W. F. Gephart, op. cit., p.15. 
120 (404) アメリカにおける火災保険事業の生成（永吉）
洋沿岸とくにニューイングランド諸州において，貿易の発展は海上保険の必
要をひきおこした。
植民地時代のアメリカにおいては，火災保険の発展にはきわめて不利な要
因が多かった。商業資本以外はどの産業もほとんど資本蓄積がなかった。人
口も少く，広大な地域に分散していた。彼等は火災による損害に際しては，
相互扶助に大きく依存していたのである。また，当時の損害額は，硯在と比
較にならないほど少額であった。これは要するに彼等の所有物の多くが代替
21) 
可能なものでありかつ資本蓄積がほとんどなかったという事実による。
しかしながら，火災の防止は重大な問題であった。 1630年および1653年の
22) 
ポストン大火は州当局に種々の対策を施行せしめることとなった。 また，
1730年のフィラデ）レフィア大火の後には， “UnionFire Company’'が設立
された。これは，一連の民間消防会社 (fire-fightingcompany) の最初の
23) 
ものとされている。この Philadelphia市においてとられた防火手段は，消
24) 
防組織の整備， 建築物の種類とその位置が規制されたことである。 この火
21) 「株式会社組織による火災保険会社を設立したり，保険料支払いのできるような資
本蓄税はほとんどなかった。それは一つには独立戦争等によって少ない富が消耗さ
れてしまったことにもよるが，主として商業活動に対する不慣れによるところが大
きかった。」
W. F. Gephart, op. cit., p.14. 
22) 1630年の大火により，マサチューセッツ州知事はポストン市に，草ぶぎの屋根の禁
止等，種々の規制を行なった。また1653年の大火により，はじめて市による消火設
備の購入が決定された。当時の状況の一端を示している。
Mehr & Cammack, op. cit., p. 892. 
23)その他に有名なものとして， “Hand-in-Hand"や “Heart-in-Hand"があげられる。
Mehr & Cammack, op. cit., pp. 892-893. 
24)これ以後，長年にわたって Philadelphia市は，消防用蒸気ボンプ (fire-engine)
をはじめとする消防組織において植民地アメリカの主要都市をリードしたとされて
いる。なお， 1730年頃 Philadelphia市は消防用具として， 3台の消防用蒸気ボン
プ (fire-engine),4,000個のバケツ， 20個のハシゴ， 25個の自在用カギ (hook)
の購入を決定している。
Ketcham, op. cit., p. 30. および Zartman& Price, op. cit., p. 72参照。
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災防止のための諸施策は， 実質的なアメリカ最初の火災保険会社とされる
''Philadelphia Contributionship"の設立 (1752年）を促進させる要因とな
25) 
った。この相互会社はまた，硯存するアメリカ最古の火災保険会社でもある。
以下，若千，同社について言及してみよう。
"Philadelphia Contribuionship’'は，ロンドンの Hand-in-Hand社をモ
26) 
デルに設立された。この会社は，永久保険証券を発行し，最初はレンガおよ
ぴ石造りの住宅のみを保険の目的とした。永久保険証券は，これらの住宅が
存在する限り火災による損害を填補することを保証したものであったが，そ
の資金的なうらづけをなしたのは加入者の一定額の醸金によるとされている。
そして，その利子収入により事業の運営が行なわれた。なお同社は，その営
業範囲を Philadelphla市およびその近郊に限定し，かつ保険の目的を最初
は，レンガおよび石造りの住宅に限定したことにより，危険率は低く営業上
十分な収益を得た。
この会社については，営業上，興味のある事件がある。それは火災の際，
27) 
消火の妨害となるという理由で， 1781年家屋の前面に樹木が植えてあるもの
25) 1752年の Philadelphia市の住宅数は2,076戸であり， 7つの消防会社によって保護
された。 Zartman& price, op. cit., p. 72. 
26) 1752年2月8日付の PennsylvaniaGazette紙に Philadelphia市およびその近郊
に営業範囲を限定した同社の火災保険引受広告が載せられている。
この設立計画は，その地方の副知事と BenjaminFranklinの賛同を得，同年4月
13日， 12人の取締役を選出し，相互会社組織により設立された。最初の保険証券の
発行は1752年6月22日である。
Insurance Accounting and Statistical Association, "Insurance Accounting, 
Fire & Casualty" 1954, p. 14参照。
この PhiladelphiaContributionshipの設立を実際に推進していったのは，初代財
務部長の JohnSmithである。彼はロンドンの旧 Hand-in-Hand社の経営を研究
し，約款の作成をはじめ，同社の経営に多くの影響を与えた。なお，同社の設立に
大いに貢献した B.Franklinは， 2年間，取締役として関与した。 9
Ketcham, op. cit., p. 32. 
2て）この理由については，その他に，樹木への落雷による火災の発生も指摘されている。
Insurance Accounting and Statistical Association, op. cit., p.14. 
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について保険の引受けを拒否するという決定を取締役会で行なっていること
である。この決定は，会社の内外にわたりかなりの摩擦を引きおこし，つい
28) 
に1784年に別会社 ‘‘MutualAssurance Company’'が設立された。この新
会社の HouseMarkは「緑の木」を鉛で鈍造したものを使用し，一定の割
増し保険料を課して，これら樹木のある家屋の保険を引き受けた。この会社
は長い間， ‘‘GreenTree Insurance Company"として知られた。
1794年に， 第三番目の会社が Baltimore に設立された。 “Baltimore 
29) 
Equitable Society’'である。
1792年12月， Pennsylvania州議会は， ‘‘InsuranceCompany of North 
America’'の設立申請を受けている。 2年後の1794年4月14日，同社は設立
が認可され，その直後に， “InsuranceCompany of the State of Pennsyl-
vania"の設立が認可された。 この両社は，海上保険取引を認可されたもの
であったが，初年度のうちに火災保険をも営業できるよう定款を変更した。
火災保険のうち，危険の分類については二種類に分類した。第一級に属す
るものは，レンガまたは石造の住宅や店舗およびその中に保有されている動
産と規定し，第二級については上記以外の住宅およぴその中に保有されてい
る動産と定めた。保険料率は，第一級については保険金額8,000ドル以内，
1ケ年1,000分の3,保険金額8,000ドルから16,000ドルまでは1,000分の4.5で
. 30) 
あった。一方，第二級については，一律に1,000分の7.5の料率が賦課された。
なお， NorthAmerica社については，特に次の二点が注目される。
(1)，住宅のみならず，それに収容される動産をも保険の目的とした。
(2)，営業範囲の拡大をはかったことである。すなわち，同社は最初その適
用範囲を Philadelphia市内に限定していたが， 1795年3月，同市の周囲10
28) Ketcham, op. cit., p. 32. 
29)この会社は前述の PhiladelphiaContributionshipおよび MutualAssurance Co. 
とほぼ同一の経営を行なったとされている。
Zartman & Price, op. cit., p. 73. 
Ketchain, op. cit., p. 32. 
30) Ketcham, op. cit., p. 30. 
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31) 
マイル以内に存在するレンガおよび石造りの住宅に適用を拡大した。これは
従来の火災保険会社が自分たちの消防会社 (volunteerfire fighting com-
pany)の守備範囲以外の営業を行なわなかったことを考えると大きな変化で
あると言える。次の年，同社は保険料がその危険に対して適正に支払われる
ことを条件にアメリカ全土に営業を拡大することを提案した。同年，実際に
Pennsylvania西部， NewJersey, New York, Massachusetts, Delaware, 
Maryland, Virginia, North and South Carolinaの各地域に営業を拡大
32) 
した。しかしながら，営業範囲の拡大にもかかわらず，その発展は遅々とし
33) 
たものであり， 1795年の同社の保険証券の発行は75件にすぎなかった。
New York州における最初の保険会社は， ‘‘MutualInsurance Company" 
である。同社は1788年に認可され， 1846年“Knickerbock er Fire Insurance. 
Co.”。と名称を変更した。同社は火災，海上，生命保険について認可をうけた。
その 1ヶ月後， ‘‘NewYork Insurance Company"が同一の条件で認可さ
れた。 1801年，“ColumbianInsurance Co.", 1806年“EagleFire Insurance 
Co.’'が，それぞれ資本金50万ドルで設立された。これは， NewYork州最
古の株式会社組織による保険会社である。 なお 1811年 3月には “Albany
Insurance Co.’'が設立され，今日まで営業を継続している。
31) Mehr & Cammack, op. cit., p. 894. 
32) Zartman & Price, op. cit., p. 80. 
33) Zartman & Price, op. cit., p. 80. 
なお，同社は生命保険を開始したアメリカ最初の会社でもある。しかしながら，ご
く少数の引き受けの後，間もなく生命保険の分野から手を引いた。実際初期のア
メリカ人たちは，生命保険についてはほとんど考慮しなかったようである。
Benjamin Franklinは次のように述べている。
「人々は自分たちの住宅や船舶，商品には注意深く保険をつけるのに，自分たちの
家族にとって，実際，何よりも重要で損害をこうむりやすい生命に付保することを
軽視するのは奇妙なことである。」 (Mehr&Cammack, op. cit., p. 894) 
この当時のアメリカは種々の災害，天然痘等の流行により死亡率は極端に高く，事
業としての成功は困難であった。しかしながら，ごく少数の生命保険は個人保険業
者により，主として航海等の危険に際して短期間，引き受けられた。
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New Englandにおける最初の保険形態は，中部諸州と同様，海上保険で
あった。そのほとんどの都市は貿易の中心地であり海上保険は重要な地位を
占めた。しかしながら， NewEnglandの海上保険会社は，他の地方と同様，
要求があれば火災保険も引受けた。これら初期の保険会社のうち，有力なも
のは水上輸送にも注目するようになった。 1799年， “ProvidenceWashing-
ton"が設立され，現在にいたるその長い歴史は NewEnglandの全保険部
34) 
門をカバーしたと言われる。
Connecticut州における初期の保険事業は，他の植民地と同様，一般に個
人事業によるものであった。 18世紀末には，独立戦争によって商業活動は事
実上行きづまっており，それまで栄えていた企業は全く解休してしまった。
当時の Connecticut州の経済は，まだ自給自足の域を出ず，わずかに農業
余剰生産物および家内工業生産物が西ィンド諸島に輸出されたに過ぎなかっ
た。
1792年，荒廃の中から回復しつつあった Hartford市に銀行が設立された。
"Hartford Bank"である。・間もなく Connecticut州 NewLondon市に
"Bank of New London’'が設立された。これらの銀行の設立は非常に制約
されてはいたが，信用が個人財産の上に賦与された。 Hartford銀行の設立
は，その地方の金融，商業上の画期的な出来事であり，その設立者の中から
保険事業設立の提唱がなされたことは注目に値する。
1794年， Sanfordと Wadsworthは Hartford市に住宅および動産を保
35) 
険の目的とする火災保険会社を設立した。 この会社は， 当時共同経営にす
ぎなかったが，次第に発展し， さらに共同経営者を加えていった。 それは
"Hartford and New,Haven Insurance Co.’' と呼ばれた。 1803年には，
36) 
"Hartford Insurance Co.’'が資本金 3百20万ドルで設立された。この会社
34) Ketcham, op. cit., p. 34. Zartman & Price, op. cit., p. 75参照。
35) Charles W. Burpee, "History of the Hartford Fire Insurance Company", 
1910, p.13. 
36)この会社は， 1825年， “ProtectionInsurance Co. "と合併した。
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は海上保険を営業した。 これは NewEnglandにおいて設立された最初の
株式会社である。このような株式会社組織の利点は保険業としての機能の拡
大にある。引受能力の拡大と業務の迅速化は一般大衆の強い要望であり，そ
37) 
のような需要を背景に株式会社組織が拡大されていったのである。
18世紀末の時点では，アメリカには相互会社が10社，株式会社は 4社であ
った。その後20年間は，州による育成策もあって多くの火災保険会社が誕生
した。 1820年における火災保険会社の総数は28社で，ほとんどが株式会社組
38) 39) 
織であった。その結果，供給が需要を上回り，競争が激化した。
アメリカの火災保険事業において，非常に初期の段階で，外国の保険会社
が排除されたことは注目される。 Pennsylvania州は 1810年， NewYork 
州は1814年，法令により外国の会社による火災保険事業の営業を禁止した。
これは火災保険の供給過剰のもたらした結果であったが，これらの禁止令は
40) 
1835年の NewYork大火にいたるまで実施された。
Massachusetts州は 1827年，州外の火災保険会社が自州で営業を行う場
合， 10彩の保険料税を賦課することを規定した。また，危険の引受を資本金
の10形以内に制限し，州外の会社で資本金20万ドル以下の会社は営業を禁止
した。それは，基本的には地方の保険会社の保護育成策であったが，同時に
37) Ketcham, op. cit., p. 32参照。
なお，この頃，海上保険を引き受ける目的で大規模な，多数の会社が設立されたが，
そのほとんどは1812年の米英戦争による海運業の衰退のため破産した。このうち，
Norwitch社のごとく， 1818年に火災保険事業に転換して難局を切りぬけている例
も見うけられる。 (Zartman & Price, op. cit., p. 76) 
38)その所在地は次の通りである。
New York 17. Pennsylvania 6. Connecticut 2. 
Rhode Island 1. New Jersy 1. Massachusetts 1. 
(Zartman & Price, op. cit., p. 79) 
39) Ketcham, op. cit., p. 38., Insurance Accounting and Statistical Association, 
-op. cit., p. 15参照。
40)これらの禁止令は， NewYork大火により，ほとんどの火災保険会社が破産したた
め解除された。
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41) 
州当局による被保険者保護を試みた最初のものであった。
Pennsylvania州も州外の会社に 20％の保険料税を課した。他の州もこれ
42) 
に追随し， 7州以上が保険料収入に対して 4％から10彩の課税を行なった。
この結果，州外のほとんどの会社は保険料の引上げを余儀なくされ；地元の
小規模な会社に対して著しく競争力が減少した。したがって， 19世紀の最初
の約30年間は，多くの火災保険会社の新規参入を生じたが，それらはほぼ，
地方的な存在に止まっているのである。われわれは，ここに，生成期の特徴＾
を見い出すのである。
各会社の乱立は，当然のことながら料率引下げ競争をもたらし，これに対
43) 
して1819年， NewYork市において最初の料率協定が生まれた。しかしなが
ら短命に終り混乱が続いた。
アメリカの火災保険は，その生成期にあたる約 1世紀を通じて各種の経験
を経た。しかしその発展はきわめて遅々としたもので，イギリスの影響の範
囲内に止まった。統計や資産の評価の方法も未熟で，火災保険における一般
的，基本的な原則を模索する，いわば実験的な段階に止まっていたのである。
3.アメリカにおける初期の火災保険会社の性格
―‘‘Hartford Fire" と "~etna Fire"を中心として一
初期のアメリカにおいて Connecticut州はこの分野においてきわめて重
要な役割をはたした。とりわけ Hartford市は特に注目に値する。ここでは，
この地方の火災保険事業に着目し，初期アメリカの火災保険事業のいくつか
の性格を指摘したいと考える。
現在， アメリカにおける最大の火災保険会社の一つとされる ‘‘Hartford
Fire Insurace Co.’'は 1810年この地に設立された。この当地の状況につい
ては次の記録がある。すなわち，「1810年当時の Hartfordの人口は約6,000
-41) Mehr & Cammack, op. cit., p. 895参照。
42) Mehr & Cammack, cp. cit., p. 895. 
43)この最初の料率協定 “SalamanderSociety"については後述する。
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名にすぎず，つづく 10年間に 900人の増加しかなかった。 HartfordはCon-
“) 
necticut河畔に群がる一小村にすぎなかったのである。」と。
"Hartford Fire’'は最初資本金5万ドルで設立された。定款によると，こ
の資本金5万ドルのうち， 5%は30日以内の払込み，さらに 5％は60日以内
の追加払込み，残額は抵当保証つきの約束手形による払込みが規定されてい
45) 
る。これは，金融機関が未だ未熟な段階にあり，当時保有されていた貨幣額
も少く，したがって手形と抵当が会社設立の原則的な基盤とならざるを得な
46) 
かったのである。
この時代の建築物は，ほとんどが木造であり，保険経営に要する費用およ
び建物の損害額についても未知の段階であり，その結果，同種の建物の保険
47) 
価額には幅があった。当時は科学的な料率休系がなく，イギリスで行なわれ
ていた分類方法により，危険を 4段階に分類し，その分類に応じた料率が決
定された。次表が 1810年の HartfordFire社の料率表である。この料率決
定はもちろん大数の法則に基づくものではなく，きわめて少い経験と推量に
よるもので料率史上，原始的な部類に属する。
しかしながら，この会社は需要の増大に伴ない急速に成長し，アメリカ各
48) 
地に代理店を設置するようになった。この会社の商業上の立場を考慮すると
き， Hartford銀行との関連が見落されてはならない。 HartfordFire社は・
50) 
この Hartford銀行の設立者たちによって経営されており，この銀行は事実
上，この地方の商業，金融上の中心的役割をになっていたのである。
1810年頃の火災保険会社は，ほとんどが地方に営業を限定していた。この
点， HartfordFireは初期の段階から営業領域を拡大した。それでは，当時
44) C. W. Burpee, op. cit., p. 21. 
45) Ketcham, op. cit., _p. 36. 
46) Zartman Price, op. cit., p. 77参照。
47) Ketcham, op. cit., p. 37. 
48) New York州の Canandagua,Vermont州の Middleburg,Ohio州の Cleveland
にまず，代理店が設置された。各代理店間は未組織の状態であり，設立場所につい
ても孤立的である。 (Ketcham,op. cit., p. 37) 
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の経営成績はどうであったであろうか。
Hartford Fireの初年度の保険料収入は，約 3,000ドル，次年度の保険料
収入は3,542.25ドル，損失112.10ドルであった。最初の10年間の保険料収入
51) 
の合計は， 46,586.45ドル，損失は13,357.61ドルであった。当時としてはか
なりの利益を示している。なお， 1811年，同社の配当金は 1株につき30セン
トであったが， 1812年には90セントに上昇した。
記録によると，保険証券第 1号は，保険期間 3ヶ月，保険料率は 100ドル
につき 12.5セントで保険金額4,000ドルの建造中の船舶に付保された火災保
険であった。第 5号は，ジン醸造場の10,000ドルで料率は1.25彩，第21号は
織物類の在庫品 20,000ドルで100ドルにつき 75セントの料率，第22号は金物
1810年 HartfordFire社の料率表49)
火災による危険分類および年間保険料率 I 
No. I No. ]I No.][ No.N 
第 1級危険 第2級危険 第3級危険 第4級危険
レンガ物また屋は石根造は ・ レンガ物または石根造は
一，部ガが壁ま木のた造の石部建造が物
木造建物
りの建で 板り葺の建 で屋 でーレ
スレー金ト属， クイル ンは
または 葺
上さ記れ建物中に保険有性 上さ記れ建て物い産中る危に保険有性 上のさ記れな建いて動物い産中る危に保険有性 上さ記れ建て物い産中る危に保険有性てい産る危
のない動 のない動 のない動
危第に保険1有級物危さ険れのて建い物る 危第に保険2級有物危され険のて建い物る 危第に保険3有級物危さ険れの建物ている
1万物件につき総額
1 ドル以下
1万物件につき総額
1 ドル以下
1万物件につき総額
1 ドル以下
1万物件につ下き総額
1 ドル以
年き2間5100ドルにつ 年き間100ドルにつ 年き5間0100ドルにつ 年間 100ドルにつ
セント 37.5セント セント 75~100セント
49) C. W. Burpee, op. cit., p. 43. 
50) Hartford銀行は，財界の中心人物である J.Wadsworth, J. Coldwellおよぴ主
要な西インド諸島の商人たちにより 1792年に設立された。 1807年には資本金は100
万ドルとなり，株式は高額で取引されたという。
51) C. W. Burpee, op. cit., p. 44参照。
なお， 1909年度の保険料収入は15,000,000ドル， 1810年から1909年までの 1世紀に
わたる保険料収入の累計は 226,781,481ドルに達する。その発展がうかがわれる。
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52) 
の在庫品で 20,000ドル，料率は 100ドルにつき25セントであった。
上記のうち，第1号の船舶建造保険は， HartfordFireの当時の料率表に
は明確な規定が存在しない。第5号のジン醸造場については，第4級危険の
最高料率 1％よりもさらに0.25％高率となっており，第21号， 22号は一物件，
1万ドル以下という制限金額の 2倍もの物件を引き受けている。このことか
ら保険者は，保険引受けに際しては，きわめて主観的かつ硯実に促した幅の
ある対応を行なっていたと言えよう。このことは，一面では当時の料率表が
すでに硯実に対応し得ないものとなっており，料率引下げによる競争はこの
傾向を一層助長した。
なお，代理店に支払われる手数料は一定の格付けされた手数料であった。
しかし，その最も古い形式は証券発行手数料であったと思われる。そして，
53) 
その上に財産の調査費用等が日割手数料として加えられたのである。
当時の消防活動の実体を示す若千の記録がある。その特徴は，イギリスの
民間消防会社の発展に比べ，アメリカは主として，未組織の一般民間人の協
力に依存したことが指摘される。すなわち，建物が付保されていることを示
す ‘‘FireMark"の表示を行ない，火災の際，この建物の消火活動の協力者
54) 
に報償金を支給するという方法をとったのである。それは一つには，会社の
多くが地方の相互会社であり，これに直接の財政上の関心を有する人々の消
防活動に依存し，ィギリスほどの大規模な消防組織の形成にいたるにはかな
りの時日を要したことが考えられる。
すでにロンドンにおいては， 1808年までに保険会社によって50の消防組織
が運営され，・ 1833年には，これらをすべて統一し，さらに1866年には， ロン
ドン市の機関として設立，統合されている。
いずれにしても，アメリカの消防活動が，長い間，民間の活動に委ねられ
52) C. W. Burpee, op. cit., p.44. 
53) Ketcham, op. dt., p. 37. 
54)たとえば， 1818年， Hartford市の火災に際し，消火活動に対する個人への報償金
の支払いが記録されている。
C. W. Burpee, op. cit., p. 53. 
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ていたことは興味ある事実である。
1819年には， HartfordFireから分離，独立して“AetnaFire Insurance 
55) 
Co.’'が設立された。資本金は当初15万ドル，授権資本は50万ドルであった。
当時は流通している貨幣額も少<,会社設立後 2~3週間後に支払われる少
額の投資で企業が設立されたのである。
1819年6月15日には，第 1回の株主総会が開催された。当時の火災保険事
業においては，大部分が推定によって行なわれており，大幅な権限が社長で
ある T.K. Braceに委ねられた。たとえば，すべての危険の判定が彼に任
されたのである。 2~3の失策により直ちに会社が破滅する状況の下では，
56) 
「公式化された規則よりは健全な原則の上に立って」柔軟な決定が要請され
たのである。それゆえに，取締役たちはすぐれた実業家で占められた。たと
えば ThomasBeldenは “MechanicsBank of Hartford"の取締役であ
り， SamuelTudor, Jr.は織物の卸商であり，かつ ‘‘PhoenixBank’'の設
57) 
立者でもあった。これらの取締役は，当然のことながら職務が広範にわたり，
58) 59) 
今日のあらゆる分野を担当した。この会社の最初の保険証券は1819年 8月に
60) 
発行され， ‘‘MiddletownFire"社の再保険を引きうけた。 これはアメリカ
において記録されている最初の再保険取引であり，火災保険史上，注目され
61) 
るところである。
同年10月， “AetnaFire’'は “MiddletownFire!'のすべての主要な危険
の再保険を引き受けている。これらの危険は合計， 69,500ドルに達し， 21の
55) 1819年のはじめ， HartfordFireの内部で対立が生じ，取締役 ThomasK. Brace 
は新会社の設立を提唱した。彼は Phoenix銀行および “UnitedStates Branch 
Bank”の要職を兼務していた。
56) H. R. Gall & W. G. Jordan, "One Hundred Years of Fire Insurance", 1919, 
p.37. 
57) H. R. Gall & W. G. Jordan, op. cit., p. 37参照。
58) H. R. Gall & W. G. Jordan, op. cit., p. 41. 
59) Aetna Fireは保険証券の形式として， “TheMerchants Insurance Co. of New 
York”の形式を採用した。
60)同社の設立は1813年である。
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保険証券から成っていた。
なお，最初の火災損失は， 1821年の4,000ドルで， 1825年の 15,000ドルの
62) 
損失以外は，当時大きな損失はない。なお， 1835年の NewYork大火にお
いては， AetnaFireは 115,000ドルの損失を受けた。この支払いに際して
は， Brace社長の全財産を担保として，誠意ある支払いが完了したとされる。
そのような方法は人々の注目を集め，短期間のうちに全損失を回復し，利益
63) 
を加えていった。
ここでは， 19世紀初期の Hartford市における火災保険事業に注目した。
Hartford Fireと AetnaFireはいずれも株式会社組織であったが，出資
者のほとんどは少数の銀行家およぴ有力商人である。この点，実質的にきわ
めて個人経営の色彩が強いことは上述の通りである。なお，この時点では，
銀行と火災保険会社との金融上の相互関係は，とくに指摘すべきものは見あ
たらない。この時点では，火災保険事業は，きわめて未知の，危険な要因を
内包した弱jヽの存在に止まったのである。
しかしながら，当時の New England諸州のきわめて民主的で進歩的な
64) 
風土は，その後の公正で合理的な保険事業の発展の背景を成したのである。
4.先駆的な火災保険料率の性格
アメリカの火災保険事業が海上保険とともにイギリスから移植されたこと
はすでに指摘した。本稿の対象とする19世紀中頃までの火災保険料率は，ほ
ぽイギリスの料率の模倣に終始していると言える。しかしながら．イギリス
61)これは， 200,000ドルの物件で，再保険料は286ドルとの記録がある。 (H. R. Gall 
& W. G. Jordan, op. cit., p. 46) 
なお，当時，アメリカは不況に見舞われ，インフレが進み，多数の失業者が発生し
た。 Philadelphia市で2万人， Baltimore市で1万人， NewYork市で1万人の
失業者が発生した。 Aetna社も一時，倒産の危機に瀕したとされる。 (H.R. Gall 
& W.G. Jordan, op. cit., p.43) 
62) H. R. Gall & W. G. Jordan, op. cit., p. 56. 
63) Ketcham, op. cit_., p. 38参照。
64) H. R. Gall & W. G. Jordan, op. cit., p. 24参照。
132 (416) アメリカにおける火災保険事業の生成（永吉）
とアメリカの危険事情は異なる。ここでは二，三の先駆的な料率を中心にそ
の内容を検討したい。なお， 19世紀はじめの30年間は，保険会社の新規参入
が多く，したがって，料率引下げ競争が激し<, New Yorkにおいて，は
じめて料率協定が結成された。ここでは，各社の経験をふまえて，アメリカ
の危険事情に合せた合理的な料率が追求された。その内容についても若干言
及したい。
1806年， NewYork州議会の特別法により諮可された “EagleFire Co." 
の保険料率は，初期のアメリカ中部諸州の代表的なものである。それは建物
65) 
の材料を基準に 4段階に区分したものであった。
〔第 1級危険〕
レンガまたは石造の建物で，屋根はスレート，クイルまたは金属葺。
上記建物中に保管される非危険物。
料率は100ドルにつき22セント。
〔第2級危険〕
レンガまたは石造の建物で屋根は板贅。
上記建物中に保管される非危険物。
第 1級危険の建物中に保管される危険物。
料率は100ドルにつき37.5セント。
〔第3級危険〕
側面がレンガまたは石造で，一部分が木造の建物。
上記建物中に保管される非危険物。
第 2級危険の建物に保管される危険物。
料率は‘100ドルにつき50セント。
〔第4級危険〕
木造の建物o
第 3級危険の建物中に保管されている非危険物およぴ危険物。
料率は100ドルにつき75セントから 1ドル。
65) Ketcham, op、cit.,p. 255. 
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上記の料率体系は，主として建物の材料によって危険を 4級に分類したも
ので，動産については危険物と非危険物に二分し，その収容されている建物
の危険度と関連させている。料率はそれぞれの危険度により決定されたが，
I危険物件の引受限度額を10,000ドル以内に制限した。
66) 
ところで，同じ 1806年の NorthAmerica社の料率は次の通りである。
〔第 1級危険〕
レンガまたは石造の建物で，屋根はクイル，スレートまたは金属葺のもの。
上記の建物に保管されている危険でない動産。
料率は100ドルにつき25セントから30セント。
〔第2級危険〕
レンガまたは石造の建物で板葺のもの。
上記の建物に保管されている危険でない動産。
料率は30セントから40セント。
〔第3級危険〕
壁の一部がレンガまたは石造で一部が木造の建物。
上記の建物に保管されている動産。
料率は40セントから50セント。
〔第4級危険〕
屋根が板葺の木造建物。
上記の建物に保管されている動産。
料率は75セントから100セント。
North America社の料率は，このほかに特別保険料の規定を設け，危険
67) 
な建物に隣接していたり，建物の中に危険物が保管されていたり，また危険
な職業についても，それぞれの程度により割増保険料を賦課した。
なお， 1810年に公表された HartfordFire社の料率表については前章で
66) Ketcham, op. cit., p. 256. 
67)特別危険物として，たとえば， ピッチ，クール，テレビン油等の可燃性の動産およ
び，ガラス，陶磁器などを規定した。
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検討した。
上記3社の危険の分析および料率はほとんど同ーで，ー物件の引受限度額
も同じく 10,000ドルとした。また，動産については，危険品は一般にそれが
保管されている建物の危険度よりも 1クラス高い危険度にランクされている。
このことは，当時の NewYork, Philadelphia, Hartfordにわたる地域の
保険業者の間に，料率に関し一種の紳士協定の存在を示すものと考えられる。
なお，この種の危険の分類方法は， 18世紀以後のイギリスにおいて採用され
た方法と同種のものである。これらの料率は，十分な経験の上に立った確率
論上の根拠もなく，単なる保険者の見込み計算によるものである。このよう
な料率は当然のことながら保険者の間でも差異を生じ，競争の激化に伴ない
料率引下げ競争を生じ，健全な経営基盤が失われていった。
このような混乱を回避し， 適正な料率の決定と秩序維持を目的として，
New York市にアメリカ最初の料率協定団体が結成された。それは ‘‘Sala-
mander Society"とよばれ 1819年から1826年にわたって活動した。
68) 
この Salamander協会は，最初 New Yorkの火災保険会社 8社により
結成され，役員は選挙によって選ばれた。
この協会は，まず従来の 4段階の危険分類の上に，建物の使用目的による
69) 
割増保険料および収容動産に対する特別保険料の規定を明確にした。
1823年には，この協会は建物の危険の分類を従来の 4クラスから 8クラス
に細分した。火災危険の測定が次第に緻密になってきた。それは次の通りで
70) 
あった。
〔第 1級危険〕
レンガまたは石造りの建物で，屋根はクイル，スレートまたは金属葺。戸
および扉は鉄製，料率は100ドルにつき22セント。
68)この会社は， Globe,Eagle, Mutual, Franklin, Fulton, Washington, Merchants, 
Mechanicsの8社である。
69) Ketcham, op. cit., p. 259参照。
70) Ketcham, op. cit., p. 261. 
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〔第2級危険〕
レンガまたは石造りの建物で， 屋根はクイル， スレートまたは金属葺。
100ドルにつき25セント。
〔第3級危険〕
レンガまたは石造りの建物で，屋根の％はクイル，スレートまたは金属葺
で残りの部分は板査。 100ドルにつき30セント。
〔第4級危険〕
レンガまたは石造りの建物で，屋根は板葺。 100ドルにつき37.5セント。
〔第5級危険〕
レンガづめの木造建物。前面はレンガ帳り。 100ドルにつき50セント。
〔第6級危険〕
レンガづめの木造建物。 100ドルにつき62.5セント。
〔第7級危険〕
木造の建物，壁は空洞，前面レンガ帳り。 100ドルにつき70セント。
〔第8級危険〕
木造建物， 100ドルにつき75~100セント。
この料率表は，少くとも，アメリカの危険事情を考慮して危険分析が推進
されはじめた事例を示すものとして評価される。すなわち，当時のアメリカ
においては，英国に比べ木造建物が多く，この点において建物の材質，構造
上の危険分析が発達したと考えられる。
当時の危険分析手法は，要約すれば，各危険物件を分析し，基本料率と割
増しとの組合せによって料率が構成されたのである。この方法は19世紀を通
して，アメリカの火災保険料率の主要な決定方法であった。
なお， 1826年アメリカ最初の料率協定団休である “SalamanderSociety" 
71)なお，この協会は， 1835年のNewYork大火後，新しく， ‘‘NewYork Association 
of Fire Insurance Companies"により継承され，その後各地に火災保険協会が
設立された。
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は解体した。当時 NewYork市には32の火災保険会社があり，そのうち26
社が同組織に加入したに止まった。それゆえ強力な組織となりえず，この料
71) 
率協会は 8年間の活動を終えた。
5. 初期の火災保険会社の挫折
―NewYork大火とその影響—
1835年の NewYork大火は保険史上重要な意味を持つ。この影響は，従
来のアメリカの火災保険会社のあり方に根本的な疑問と反省を与えることに
なったのである。同時に，アメリカ火災保険事業の生成期を区切るものとし
72) 
て等しく見解の一致するところである。
北東の強い風が災をあおり， New York市のほとんど全部の商業地域が
壊滅した。ウォール街の南， Broadway の東の全地域はほとんど全損であ
った。火災はきびしい冬の気侯から発し，消防力はその規模の火災に対して
73) 
無力であった。 全損害額は約 18,000,000ドルであったと推定されている。
多くは地元の保険会社によって付保されていた。それは特別税の賦課により
州外の会社の参入が困難であったからである。この結果， NewYorkの 26
社のうち 23社が破産した。火災保険株式会社は Philadelphia,.Hartford, 
74) 
Providence, New York, Bosion等に設立され，繁栄していた。この大火
がなかったならば，同様の繁栄した状態が NewYorkにも存在したことと
思われる。
New York大火は多くの点でアメリカの火災保険事業に影轡を与えた。
New York州は， 火災保険会社の引受能力の減少により，外国の保険会社
の営業を許可し，州外の保険会社に対する課税を減少した。さらに重要なこ
とは，この大火によって，火災保険会社の経営基盤の安定が要請されること
になったことである。世論は，責任準備金の積立てを要求した。 1837年，
72) Zartman & Price, op. cit., p. 80および， Ketcham,op. cit., p. 39参照。
73) Mehr & Cammack, op. cit., p. 896. 
74) Ketcham, of. cit., p. 39参照。
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Massachusetts州は未経過保険料の積立てを強制した。この未経過保険料は，
会社が営業を停止する際には再保険に出すことによって被保険者の利益を守
ることができる。これは会社に安定性と財政上の健全性をもたらすものであ
る。この責任準備金の立法化はアメリカの火災保険史上，最初のものである。
これは別の面から見れば，州による保険会社に対する監督の始まりとして重
要な意味を持つのである。
New York州は， 1853年に責任準備金に関する規定を制定した。これは
保険料のうち30％から60％までの未経過保険料の積立てを規定した。この点
からも，いかに会社の経営基盤の安定に努力がなされたかを知ることができ
る。これは，しかしながら，会社にとって非常な負担となり，現在の50％に
75) 
改定された。この規定は，アメリカ全土における未経過保険料の計算の基準
となったのである。
この大火のもう一つの影署は，非常に多くの相互会社の設立をもたらした
ということである。多くの株式会社が破産し，社会の信用を失墜した。一般
社会からは相互会社の設立が歓迎された。相互会社の方が彼等自ら直接事業
に参加でき，経費の点でより安価に経営しうるであろうと信じられたのであ
る。 1853年にまでに62の相互会社が設立され，総資本は11,000,000ドルに達
76) 
したと NewYork州当局に報告されている。この相互会社への過信は，他
の産業へも波及した。しかしながら，これらの相互会社は， 1860年までにわ
ずか 7社が存続したにすぎなかった。この理由については何よりもまず保険
技術の未熟さが指摘される。同時に株式会社の場合と同様，危険に精通しな
い広範囲の営業を行なった点があげられよう。
1835年の NewYork大火に続き， 1849年にはセントルイス河岸の27隻の
蒸気船の火災が発生し，街の商業地域をも巻き込んだ。これら大火の後には，
75) Ketcham, op. cit., p. 40. 
76) Ketcham, op. cit., p. 40. 
「しかしながら，付保された保険金額の点では，株式会社の方が重要性をもちつつ
あった。」 (W. F. Gephart, op. cit., p.18) 
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火災保険の需要が急速に拡大し，火災保険会社間の共通の利益が，広い範囲
において認識されつつあった。 それは 1866年の「全国火災保険業者協会」
(N atioal Board of Fire Underwriters)の結成となって現われた。アメ
リカ保険史上重要な成果であった。
危険の科学的な分類，研究も進み，危険の分散という観点から営業範囲は
拡大され，代理店制度も発展をみた。
しかしながら，この NewYork大火後の一連の動きの中で最も注目すぺ
きものは，保険会社の経営基盤の安定を要求する一般大衆の認識の高まりで
あり，この要請に伴う一連の動きである。
6.結び
本稿では，アメリカにおける初期の火災保険事業について，その成立から
New York大火にいたる約100年間を中心に考察した。最近の急速な保険事
業の発展に比較すれば，当時の 100年間における火災保険の進展は．その質，
量においてきわめて微々たるものである。正に，アメリカの火災保険事業は，
資本主義社会の進展と共にあったということができる。
アメリカの保険事業は，すでに指摘したとく，イギリスからの移入により，
まず海上保険の形をとり，その中から火災保険部門が独立していった。そこ
9 ではイギリスの保険会社の方法がすべての面で模倣された。 危険事情の異
るアメリカにおいて，火災保険事業が曲がりなりにも収益を得て成長をとげ
ていったのは，未熟ではあったがイギリスのきわめて堅実な経営手法による
ところが大きい。この 100年間は，すべての点できわめてイギリスの影響が
大である。危険の分析方法および料率は，ほとんど同じである。わずかに，
"Salamander Society"の危険分析が若干の進展を示したにすぎない。
しかしがら， New York大火は，初期のアメリカの火災保険会社のもつ
弱点を明確に指摘した。それは経営基盤の弱さである。そのため，未経過保
険料の設定が州当局によって立法化されていった。しかし，その根底には，
科学的な危険分析とそれに基づく料率の算定が不可欠である。こうした認識
アメリカにおける火災保険事業の生成（永吉） (423) 139 
の高まりは，被保険者の間に，料率の不公乎，不適正に対する強い自覚を促
したとしても当然の成り行きであろう。適正な危険分析および料率は被保険
者の側からも強く要求されることとなったのである。こうした一連の動きは
次期の発展要因としてきわめて重要な意味を持つのである。
